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１．依頼件名 

 家事事件手続等のデジタル化に伴う e 事件管理システム・e 提出・e 記録

管理システムの改修等業務（仮称）に係る情報提供依頼 

 

２．依頼の背景・目的 

（１）背景 

 令和５年６月６日に成立し、同月１４日に公布された「民事関係手続等

における情報通信技術の活用等の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律」（遅くとも令和１０年６月までに施行予定）により、家事事件手続

等のデジタル化を図るための規定が整備された。裁判所では、現在同法に

規定された手続を実現するために、現在開発中の民事訴訟手続のデジタル

化を実現するための各システム（e 事件管理システム及び e 提出・e 記録管

理システム）を改修することとしている。本年度から令和９年度にかけて

改修を完了させ、改修後の各システムの本格的な運用を改正法の施行まで

に開始する必要がある。 

 なお、改修を予定している各システムは、民事訴訟手続のデジタル化を

実現するための開発が現在も続いている。 

（２）目的 

 法律上求められる機能をシステムに実装するために必要な改修期間を考

慮すると、改修する対象のシステムが現在も開発している中で改修に着手

し、一定期間並行して開発する必要がある点で、難易度の高いシステム開

発である。本件情報提供依頼は、このような難易度の高いシステム改修を

確実に進めるために有益な情報を得ることを目的とする。 

 

３．対象 

 家事事件手続等のデジタル化のためのシステム改修を遅延することなく
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確実に進めるための改修規模、改修内容、改修方法等 

 

４．依頼期間 

 令和７年５月８日（木）から同年６月６日（金）まで 

 

５．情報提供を求める内容 

（１）貴社に関する情報 

「会社名」「組織名」「所在地」「担当者名」「連絡先」「全省庁統一資格」※  

「その他特に当裁判所に伝えたい事項」 

※ 本件情報提供を行うための要件に全省庁統一資格の保持を求めるものでは

ない。  

（２）上記３に関する技術情報 

 

６．会議体 

 情報提供内容の認識齟齬を解消するため、最高裁判所と打ち合わせを行

うことができる。打ち合わせを行うには「９．本件に関わる連絡先」のメ

ールアドレスにその旨を連絡すること（下記７記載の方法により参考資料

の提供を受けている場合は、Microsoft Teams を利用した連絡も可）。 

 打ち合わせの形式は、対面又は Microsoft Teams を利用したウェブ会議

の方法による。 

 

７．情報提供手順等 

情報提供に際しての手順等については、以下のとおり 

（１）参考資料の内容及び確認方法 

ア 参考資料 

家事事件手続等のデジタル化に伴う e 事件管理システム・e 提出・e
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記録管理システムの改修等業務の仕様書案等 

 イ 交付方法及び場所 

   参考資料の確認を希望する場合は、令和７年５月８日（木）から同

月３０日（金）までに、下記９記載の本件担当部署宛に連絡の上、電

磁的記録の交付を受けること。電磁的記録の交付は、Microsoft Teams

を利用して行う。交付を受ける際は、別紙１「機密保持誓約書」を提

出すること。なお、提出書面に不備等がある場合は、参考資料を交付

しないことがある。 

 ウ データ消去の報告 

令和７年６月６日（金）までに、交付された電磁的記録を消去するこ

と。 

消去の際には、別紙２「機密保持誓約書に係る遵守状況報告書」及び

別紙３「データ消去報告書」を提出すること。 

（２）情報提供手順等   

 ア 提供期限 

   令和７年６月６日（金）午後５時 

 イ 提供先 

   下記９記載の本件担当部署 

 ウ 提供方法 

   窓口に紙媒体及び電磁的記録媒体を持参すること。 

なお、参考資料の提供等により Microsoft Teams を利用した連絡が

可能な場合は、Microsoft Teams を利用して提出することも差し支えな

い。     

 

８．情報提供のための質問 

 情報提供内容の認識齟齬を解消するため、最高裁判所に対して質問を行
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うことができる。質問手順等は、以下のとおり 

（１）質問期限 

  令和７年５月３０日（金）午後５時 

（２）質問先 

下記９記載の本件担当部署 

（３）質問方法 

   別紙４の質問票を本件担当部署宛にメールで送信すること（参考資

料の提供を受けている場合は、Teams を利用して連絡することも可。）。 

なお、メールを利用する場合は、件名に「家事事件手続等のデジタル

化に伴う e 事件管理システム・e 提出・e 記録管理システムの改修等業

務（仮称）に係る情報提供のための質問」と記載すること。 

 

９．本件に関わる連絡先 

 本件担当部署 

 最高裁判所事務総局民事局・家庭局 

（担当：溝口、山崎） 

住 所 〒１０２－８６５１ 

東京都千代田区隼町４－２ 

電話番号 ０３－６３７８－１０４３（直通） 

     ０３－４２３３－５５５８（直通） 

メール mizoguchi.kei004@courts.go.jp 

    yamazaki.yoshiyuki242@courts.go.jp 

 

10.留意事項 

 本依頼における留意事項は以下のとおり 

（１）本件情報提供により、以降の調達参加時の評価等に影響はない。 
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（２）情報提供に係る一切の費用は、全て情報提供者の負担とする。 

（３）本依頼により提出された情報等は、以下のとおり取り扱う。 

 ア 情報等の返却及び情報等に対する回答は、いずれも行わない。 

 イ 情報等は、本システムの検討のみに使用する。 

   なお、情報等に関し、ヒアリング又は補足資料の提出を求める場合

があるので、最高裁判所の指示に従って速やかにこれに応じること。 

 ウ 情報等は、最高裁判所のみが閲覧することとし、第三者に対して情

報提供者に無断で開示することはない。 

（４）上記７記載の方法により参考資料の提供を受けた事業者からなされ

た質問及びその回答等は、機密保持誓約書を提出した他の事業者に対

しても通知する。 

（５）本依頼において最高裁判所との間で共有する全ての情報につき、本

依頼以外の目的による使用及び第三者への開示・遺漏を禁止する。 

以 上 


